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明 細 書

発明の名称 ：

熱線遮蔽膜、熱線遮蔽合わせ透明基材、および、当該熱線遮蔽合わせ透明

基材が窓材 として搭載されている自動車、および、当該熱線遮蔽合わせ透

明基材が窓材 として使用されている建造物

技術分野

[0001 ] 本発明は、可視光透過性が良好でかつ優れた熱線遮蔽機能を有する熱線遮

蔽膜、熱線遮蔽合わせ透明基材、および、当該熱線遮蔽合わせ透明基材が窓

材 と して搭載 されている自動車に関する。

背景技術

[0002] 自動車あるいは建造物などの窓材に用い られる安全ガラスと して、対向す

る複数枚 （例えば 2 枚）の板 ガラス間にポ リビニルァセタール樹脂等を含む

中間層を挟み込んで合わせガラスを構成 した透明基材が用い られている。 さ

らに、当該中間層に熱線遮蔽機能を持たせることにより入射する太陽エネル

ギーを遮断 して、冷房負荷や人の熱暑感の軽減 を目的と した透明基材が提案

されている。

[0003] 例 えば、特許文献 1 には、 2 枚の対向する板 ガラス間に 0 . 1 m以下の

微細な粒径の酸化錫あるいは酸化ィンジゥ厶か ら成 る熱線遮蔽性金属酸化物

を含有する軟質樹脂層を挟んだ合わせガラスが開示されている。

[0004] また、特許文献 2 には、少な くとも 2 枚の対向する板 ガラスの間にS n 、

Τ ί 、 S i 、 Z n 、 Z r 、 F e 、 A し C r 、 C o 、 C e 、 l n 、 Ν ί 、 A

g 、 C u 、 P t 、 M n 、 T a 、 W、 V 、 M o といった金属、当該金属の酸化

物、当該金属の窒化物、当該金属の硫化物、当該金属への S b や F の ドープ

物、 さらに、 これ らの複合物 を分散 した中間層を挟んだ合わせガラスが開示

されている。

[0005] また、特許文献 3 には、 Τ ί 0 2、 Z r 0 2、 S n 0 2、 I n 20 3か ら成 る微粒

子 と、有機ケィ素 または有機ケィ素化合物か ら成 るガラス成分 とを、対向す



る透明板状部材の間に挟んだ自動車用窓ガラスが開示されている。

[0006] さ らに、特許文献 4 には、少な くとも 2 枚の対向する透明ガラス板状体の

間に、 3 層か ら成 る中間層を設け、当該中間層の第 2 層に S η 、 Τ ί 、 S i

、 Z n 、 Z r 、 F e 、 A し C r 、 C o 、 l n 、 Ν ί 、 A g 、 C u 、 P t 、

M n 、 T a 、 W、 V 、 M o の金属、当該金属の酸化物、当該金属の窒化物、

当該金属の硫化物、当該金属への S b や F の ド一プ物、 または、 これ らの複

合物 を分散 させ、第 1 層および第 3 層の中間層を樹脂層 と した合わせガラス

が開示されている。

[0007] しか し、特許文献 1 ~ 4 に開示されている従来の合わせガラスは、いずれ

も高い可視光透過率が求め られたときの熱線遮蔽機能が十分でない、 という

問題点が存在 した。

[0008] さ らに、合わせガラスの熱線遮蔽機能の向上させる方法 と して、特許文献

5 には、金属酸化物半導体 と近赤外吸収剤 と紫外線吸収剤 を透明な合成樹脂

に混合 してフイルム上に成型 してなる紫外線赤外線遮蔽体について開示され

ている。

[0009] 一方、出願人は、熱線遮蔽機能を有する中間層を 2 枚の板 ガラス間に存在

させて成 り、 この中間層が、六ホウ化物微粒子単独、 または、六ホウ化物微

粒子 と I T O微粒子および/ または A T O微粒子 と、 ビニル系樹脂 とを含有

する熱線遮蔽膜 により構成 された熱線遮蔽用合わせガラス、 または、前記中

間層が、少な くとも一方の板 ガラスの内側 に面する面上に形成 された上記微

粒子が含 まれる熱線遮蔽膜 と、上記 2 枚の板 ガラス間に介在 されるビニル系

樹脂 を含有する熱線遮蔽膜 とで構成 された熱線遮蔽用合わせガラスを特許文

献 6 と して開示 している。

[001 0] 特許文献 6 に記載 したように、六ホウ化物微粒子単独、 または、六ホウ化

物微粒子 と I T O微粒子および/ または A T O微粒子が、適用された熱線遮

蔽用合わせガラスの光学特性は、可視光領域 に透過率の極大を持つと共に、

近赤外領域 に強い吸収 を発現 して透過率の極小を持つ。 この結果、当該熱線

遮蔽用合わせガラスは、特許文献 1 ~ 4 に記載 された従来の合わせガラスに



比べ て、可視光透過率 7 0 % 以上 の ときの 日射透過率 が 5 0 % 台 とな る迄、

改善 された。

[001 1] また、本発 明者 らは、 ポ リビニル ァセ タ一ル樹脂 を紫外線硬化樹脂 に代替

し、 当該紫外線硬化樹脂 に複合 タ ングステ ン化合物 を含有 させた熱線遮蔽膜

を中間層 と した熱線遮蔽 用合わせ ガラスを特許文献 7 と して開示 している。

[001 2] 特 許 文献 7 に記載 した よ うに、 当該熱線遮蔽 用合わせ ガラスは、特許文献

1 ~ 4 お よび特許文献 6 に記載 された従来 の合わせ ガラスに比べ て、可視光

透過率 7 0 % 以上 の ときの 日射透過率 が 3 5 % 前後 とな る迄、改善 された。

先行技術文献

特許文献

[001 3 ] 特 許 文献 1 ：特 開平 8 _ 2 7 5 0 0 号 公報

特許文献 2 ：特 開平 8 — 2 5 9 2 7 9 号 公報

特許文献 3 ：特 開平 4 - 6 0 0 4 号 公報

特許文献4 ：特 開平 1 0 — 2 9 7 9 4 5 号 公報

特許文献 5 ：特 開 2 0 0 4 _ 3 7 7 6 8 号 公報

特許文献 6 ：特 開 2 0 0 1 _ 8 9 2 0 2 号 公報

特許文献 7 ：特 開 2 0 1 0 _ 2 0 2 4 9 5 号 公報

発 明の概 要

発 明が解決 しょ うとす る課題

[00 14 ] しか しなが ら、本発 明者 らが更な る検討 を行 った結果、以下の課題 が見 出

された。

第 1 の課題 は、特許文献 1 ~ 5 に記載 された従来 の技術 に係 る合わせ ガラ

スでは、上述 した よ うに、 いずれ も高 い可視光透過率 が求め られた ときの熱

線遮蔽機 能 が十分 でない ことであ る。

さ らに、市場 では、 自動車 内あ るいは建造物 内の快適性 向上、 あ るいは 自

動車 のエ アコン負荷軽減 による燃 費向上、建造物 内でのエ アコン負荷軽減 に

よる省 エネル ギー化 の観 点か ら更な る遮熱機 能 の高性能化 を要望 す る声 が高



レ、。 当該観点からすると、特許文献 6 、 7 に記載 された熱線遮蔽用合わせガ

ラスにおいても、未だ改善の余地を有 していた。

[ 00 15 ] 本発明は、上記課題に着 目してなされたものである。そ して、その解決 し

ようとする課題は、ポ リビュル ァセタール樹脂を主成分 としなが ら、優れた

遮熱特性を発揮する熱線遮蔽膜、当該熱線遮蔽膜を用いた熱線遮蔽合わせ透

明基材、当該熱線遮蔽合わせ透明基材が窓材 として搭載 されている自動車を

提供することである。

課題を解決するための手段

[00 16] 本発明者 らは上記課題を解決す るため、高い可視光透過率を維持 させつつ

熱線遮蔽特性を向上 させ る方法について鋭意研究を行った。

[0017] 本発明者 らは、 J I S R 3 1 0 6 に記載 されている可視光透過率算出

に使用 される重価係数の波長分布に着 目した。具体的には、可視光透過率算

出に使用 される重価係数の波長分布 と、短波長領域における日射エ ネル ギー

とを詳細に研究 した。そ して、可視光線の短波長領域を適宜に遮蔽す ること

で、可視光透過率を高 く維持 しつつ 日射透過率のみを低下させ ることが可能

であるとの知見を得た。

[0018] 具体的には、可視光透過率の低下を少 しでも防 ぐため、また、熱線遮蔽合

わせ透明基材が黄色に着色 しないように、従来技術における、可視光領域を

できるだけ力 ッ トしないような紫外線遮蔽剤 を用いるとい う常識にも拘わ ら

ず、波長 4 5 0 n m 付近の光を強 く吸収する一方、可視光透過率算出に大き

く寄与する領域である波長 5 5 0 n m 付近には吸収を持たない材料を、熱線

遮蔽 機能を有する化合物 と併存 させ るとい う構成に想到 し、本発明を完成 し

た もので あ る。

[ 00 19] すなわち、上述の課題を解決する第 1 の発明は、

熱線遮蔽機能を有する化合物 と、選択波長吸収材料 と、ポ リビニル ァセタ

ール 樹脂 と、可塑剤 とを含有する熱線遮蔽膜であって、前期選択波長吸収材

料は、波長 5 5 0 n m の光の透過率が 9 0 %以上であ り、且つ、波長 4 5 0

n m の光の透過率が 4 0 %以下の透過プロフ ァイル を有 し、前記熱線遮蔽機

訂正された用紙 （規則91 )



を有 す る化 合 物 と前 記 選 択 波 長 吸 収 材 料 の 重 量 比 が （熱 線 遮 蔽 機 能 を 有 す る

化 合 物 ノ 選 択 波 長 吸 収 材 料 ） Ι Ο Ο の 範 囲 で あ る こ と を 特

徴 とす る熱 線 遮 蔽 膜 で あ る。

[ 0 0 2 0 ] 第 2 の 発 明 は 、

前 記 熱 線 遮 蔽 機 能 を有 す る化 合 物 が 、一 般 式 M y W O ζ ( 伹 し、Μ は 、C s 、

R b 、 K 、 T l 、 I n 、 B a 、 L i 、 C a 、 S r 、 F e 、 S n 、 A l 、 C u

か ら選 択 され る 1 種 類 以 上 の 元 素 、 0 . l y ≤ 0 . 5 、 2 . 2 ≤ z ≤ 3 .

0 ) で 示 され 、 か つ 六 方 晶 の 結 晶 構 造 を持 つ 複 合 タ ン グ ス テ ン酸 化 物 微 粒 子

で あ る こ とを 特 徴 とす る第 1 の発 明 に 記 載 の 熱 線 遮 蔽 膜 で あ る。

[ 0 0 2 1 ] 第 3 の発 明 は 、

前 記 複 合 タ ン グ ス テ ン酸 化 物 微 粒 子 が 、 平 均 粒 径 4 0 n m 以 下 の 微 粒 子 で

あ る こ と を 特 徴 とす る第 2 の発 明 に 記 載 の 熱 線 遮 蔽 膜 で あ る。

[ 0 0 2 2 ] 第 4 の 発 明 は 、

前 記 選 択 波 長 吸 収 材 料 が 、 イ ソイ ン ド リ ン 化 合 物 、 イ ソイ ン ドリ ノ ン 化 合

物 、 キ ノ キ サ リン化 合 物 、 キ ノ フ タ ロ ン化 合 物 、 縮 合 ジ ァ ゾ化 合 物 、 - ッケ

ル ァ ゾ化 合 物 、 バ ナ ジ ン酸 ビ ス マ ス 化 合 物 か ら選 択 され る少 な く と も 1 種 で

あ る こ と を特 徴 とす る第 1 の 発 明 に 記 載 の 熱 線 遮 蔽 膜 で あ る。

[ 0 0 2 3 ] 第 5 の 発 明 は 、

前 記 選 択 波 長 吸 収 材 料 が 、 キ ノ フ タ ロ ン 化 合 物 、 ニ ッ ケ ル ァ ゾ化 合 物 か ら

選 択 され る少 な く と も 1 種 で あ る こ と を 特 徴 とす る第 1 の 発 明 に記 載 の 熱 線

遮 蔽 膜 で あ る。

[ 0 0 2 4 ] 第 6 の 発 明 は 、

前 期 選 択 波 長 吸 収 材 料 が 、 波 長 5 5 0 n m の 光 の 透 過 率 が 9 0 % 以 上 で あ

り、 且 つ 、 波 長 4 5 0 n m の 光 の 透 過 率 が 1 5 % 以 下 の 透 過 プ ロ フ ァ イ ル を

有 す る こ とを 特 徴 とす る第 1 か ら第 5 の 発 明 の い ず れ か に 記 載 の 熱 線 遮 蔽 膜

で あ る。

[ 0 0 2 5 ] 第 7 の 発 明 は 、

前 記 熱 線 遮 蔽 膜 が 、 さ らに赤 外 線 吸 収 性 有 機 化 合 物 を含 む こ と を特 徴 とす

訂正 された用紙 （規則 91 )



る第 1 から第 6 の発明のいずれかに記載の熱線遮蔽膜である。

[0026] 第 8 の発明は、

前記赤外線吸収性有機化合物が、フタロシアニン化合物、ナフタロシア二

ン化合物、ィモニゥ厶化合物、ジィモニゥ厶化合物、ポリメチン化合物、ジ

フエニルメタン化合物、 トリフヱニルメタン化合物、キノン化合物、ァゾ化

合物、ペンタジェン化合物、ァゾメチン化合物、スクァリリウ厶化合物、有

機金属錯体、シァニン化合物から選択される少なくとも 1種であることを特

徴とする第 7 の発明に記載の熱線遮蔽膜である。

[0027] 第 9 の発明は、

前記赤外線吸収性有機化合物が、フタロシアニン化合物、ジィモ二ゥ厶化

合物から選択される少なくとも 1種であることを特徴とする第 8 の発明に記

載の熱線遮蔽膜である。

[0028] 第 1 0 の発明は、

前記赤外線吸収性有機化合物と前記複合タンダステン酸化物微粒子の重量

比が （複合タングステン酸化物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合物）= 9 5 /

5 5 0 / 5 0 の範囲であることを特徴とする第 7 から第 9 の発明のいずれ

かに記載の熱線遮蔽膜である。

[0029] 第 1 1 の発明は、

複数枚の透明基材間に、第 1 から第 1 0 の発明のいずれかに記載の熱線遮

蔽膜が存在 していることを特徴とする熱線遮蔽合わせ透明基材である。

[0030] 第 1 2 の発明は、

複数枚の透明基材間に、さらに可視光透過率 8 8 %以上であり且つ日射反

射率 2 %以上の赤外線反射フイルムが存在 していることを特徴する第 1 1

の発明に記載の熱線遮蔽合わせ透明基材である。

[0031 ] 第 1 3 の発明は、

前記透明基材の内、少なくとも 1枚がガラスであることを特徴とする第 1

1 または第 1 2 の発明に記載の熱線遮蔽合わせ透明基材である。

[0032] 第 1 4 の発明は、



J S R 3 1 0 6 で算出される可視光透過率が 7 0 %以上であり、且

つ日射透過率が 3 2 . 5 %以下であることを特徴とする第 1 1 から第 1 3 の

発明のいずれかに記載の熱線遮蔽合わせ透明基材である。

[0033] 第 1 5 の発明は、

第 1 1 から第 1 4 の発明のいずれかに記載の熱線遮蔽合わせ透明基材が、

窓材として搭載されていることを特徴とする自動車である。

[0034] 第 1 6 の発明は、

第 1 1 から第 1 4 の発明のいずれかに記載の熱線遮蔽合わせ透明基材が、

窓材として使用されていることを特徴とする建造物である。

発明の効果

[0035] 本発明によれば、ポリビニルァセタール樹脂を主成分としながら、熱線遮

蔽機能を有する化合物と、選択波長吸収材料とを併用することで、優れた光

学的特性と高い耐候性とを発揮する熱線遮蔽膜を得ることが出来た。そして

、熱線遮蔽膜を用いることで、優れた光学的特性と高い耐候性と優れた機械

的特性とを発揮する熱線遮蔽合わせ透明基材を得ることが出来た。さらに、

当該熱線遮蔽合わせ透明基材を窓材として自動車に搭載することで、夏場の

車内温度上昇抑制が可能となった。また当該熱線遮蔽合わせ透明基材を窓材

として建造物の開口部に使用することで、夏場の建造物内の温度上昇を抑制

することが可能となった。

図面の簡単な説明

[0036] [ 図1] 実施例 1 ~ 1 6 および比較例 1 ~ 4 、 6 9 に係る熱線遮蔽合わせ透明

基材における可視光透過率と日射透過率との関係を示すグラフである。

[ 図2] 実施例 1 7 ~ 2 8 および比較例 1 ~ 4 に係る熱線遮蔽合わせ透明基材に

おける可視光透過率と日射透過率との関係を示すグラフである。

[ 図3] 実施例 2 9 ~ 3 3 および比較例 1 ~ 4 、 5 に係る熱線遮蔽合わせ透明基

材における可視光透過率と日射透過率との関係を示すグラフである。

[ 図4] 実施例 5 ~ 8 、 4 0 4 7 および比較例 1 ~ 4 に係る熱線遮蔽合わせ透

明基材における可視光透過率と日射透過率との関係を示すグラフである。



発明を実施するための形態

[0037] 以下、本発明の実施の形態 について詳細 に説明する。

本発明に係 る熱線遮蔽膜 は、熱線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子、分散

剤、選択波長吸収材料、所望 によ り赤外線吸収性有機化合物、ポ リビニル ァ

セタ一ル樹脂、可塑剤、所望 によ り接着力調整剤、所望 によ りその他の添加

物 を含有 している。

[0038] 本発明に係 る熱線遮蔽膜 は、熱線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子 と分散

剤 とを、ポ リビニル ァセタール樹脂へ添加する可塑剤の一部 に分散 して、熱

線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子分散液 を得、得 られた分散液 と、選択波

長吸収材料 と、ポ リビニル ァセ タール樹脂 と、可塑剤 とを混練 した後、押 出

成形法、 カ レンダ一成形法等の公知の方法 によ り、 フイルム状 に成形するこ

とによつて製造することが出来 る。

また、本発明に係 る熱線遮蔽膜 は、熱線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子

と分散剤 とを一般的な有機溶剤 に分散 した分散液 を得た後、 その有機溶剤 を

除去することで固体の分散剤 中に熱線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子が分

散 した状態の熱線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子分散体 を得、得 られた分

散体 と、選択波長吸収材料 と、ポ リビニル ァセタ一ル樹脂 と、可塑剤 とを混

練 した後、押 出成形法、 カ レンダ一成形法等の公知の方法 によ り、 フ イル ム

状 に成形することによつても製造することが出来 る。

[0039] 以下、本発明に係 る熱線遮蔽膜の構成成分、熱線遮蔽膜、 および、 当該熱

線遮蔽膜 を用いた熱線遮蔽合わせ透明基材 について詳細 に説明する。

尚、本発明に係 る熱線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子 と しては、複合 タ

ングステ ン酸化物微粒子や有機系赤外線遮蔽微粒子等が使用可能であるが、

複合 タングステ ン酸化物微粒子の使用が好 ま しい。 そこで、以下の説明にお

いては、熱線遮蔽機能 を有する化合物の微粒子 と して、複合 タングステ ン酸

化物微粒子を用いた場合 について説明する。尤も、有機系赤外線遮蔽微粒子

等 を用いた場合や、複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子 と有機系赤外線遮蔽微粒

子等 とを併用 した場合 も、複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子の場合 と同様 に操



作することで、熱線遮蔽膜、熱線遮蔽合わせ透明基材を製造することが出来

る。

[0040] [ ] 熱線遮蔽膜の構成成分

本発明に係 る熱線遮蔽膜 について、 まず、その構成成分である熱線遮蔽機

能を有する微粒子 とその製造方法、分散剤、選択波長吸収材料、赤外線吸収

性有機化合物、ポ リビニルァセタール樹脂、可塑剤、接着力調整剤、その他

の添加材について説明する。

[0041 ] ( ) 熱線遮蔽機能を有する微粒子

本発明に係 る熱線遮蔽機能を有する微粒子の好ま しい例は、複合タンダス

テ ン酸化物微粒子である。当該複合タングステ ン酸化物微粒子は、近赤外線

領域、特 に波長 1 0 0 0 n m以上の光を大 きく吸収するため、その透過色調

はプル一系の色調 となるものが多い。

複合タングステ ン酸化物微粒子は、一般式M y W O z (但 し、 M は、 C s 、

R b 、 K 、 Τ し l n 、 B a 、 Ι_ ί 、 C a 、 S r 、 F e 、 S n 、 A し C u

か ら選択される 1 種類以上の元素、 0 . 1 y 0 . 5 、 2 . 2 ≤ z ≤ 3 .

0 ) で表記され、かつ六方晶の結晶構造を有 しているものであることが好ま

しい。

[0042] 以上説明 した複合タングステ ン酸化物微粒子において、好ま しい複合タン

ダステ ン酸化物微粒子の例 と しては、 C s 0.33W O 3、 R b 0.33W O 3、 K 0.33W O 3

、 B a 0.33W O 3などを挙げることが出来る。尤も、 y 、 z の値が上記の範囲に

収 まるものであれば、有用な熱線遮蔽特性 を得 ることができる。添加元素 M

の添加量は、 0 . 1 以上 0 . 5 以下が好ま しく、 さらに好ま しくは 0 . 3 3

付近である。 これは六方晶の結晶構造か ら理論的に算出される値が 0 . 3 3

であ り、 この前後の添加量で好ま しい光学特性が得 られるか らである。 また

、 Z の範囲については、 2 . 2 ≤ z ≤ 3 . 0 が好 ま しい。 これは、 M y W O z

で表記される複合タンダステ ン酸化物材料においても、上述 したW 0 xで表記

されるタングステ ン酸化物材料 と同様の機構が働 くのに加え、 z 3 . 0 に

おいても、上述 した元素 M の添加による自由電子の供給があるためである。



尤も、光学特性の観点から、より好ましくは 2 . 4 5 ≤ z ≤ 3 . 0 0 である

[0043] 当該複合タングステン酸化物微粒子の粒子径は、熱線遮蔽膜の使用目的に

よって適宜選定することができる。例えば、熱線遮蔽膜を透明性が求められ

る用途に使用する場合は、当該複合タングステン酸化物微粒子が4 0 n m以

下の分散粒子径を有 していることが好ましい。当該複合タンダステン酸化物

微粒子が4 0 n mよりも小さい分散粒子径を有 していれば、散乱により光を

完全に遮蔽することが無 く、可視光領域の視認性を保持 し、同時に効率よく

透明性を保持することが出来るからである。

[0044] 本発明に係る熱線遮蔽膜や熱線遮蔽合わせ透明基材を、例えば自動車のフ

ロン 卜ガラスのように、特に可視光領域の透明性を重視する用途に適用する

場合は、さらに複合タングステン酸化物微粒子による散乱低減を考慮するこ

とが好ましい。当該さらなる散乱低減を考慮するときには、複合タンダステ

ン酸化物微粒子の分散粒子径を3 0 n m以下、好ましくは 2 5 n m以下とす

るのが良い。

[0045] この理由は、複合タンダステン酸化物微粒子の分散粒子径が小さければ、

幾何学散乱またはミ一散乱による波長 4 0 0 n m~ 7 8 0 n mの可視光線領

域における光の散乱が低減されるからである。当該波長の光の散乱が低減す

ることで、強い光が照射されたときに熱線遮蔽膜が曇りガラスのような外観

となって、鮮明な透明性が失われるという事態を回避できる。

[0046] これは、複合タングステン酸化物微粒子の分散粒子径が4 0 n m以下にな

ると、上述 した幾何学散乱またはミ一散乱が低減 し、 レイリ一散乱領域にな

る為である。 レイリ一散乱領域では、散乱光が粒子径の 6 乗に反比例 して低

減するため、分散粒子径の減少に伴い散乱が低減 し透明性が向上する。さら

に、複合タングステン酸化物微粒子の分散粒子径が 2 5 n m以下になると、

散乱光は非常に少なくなり好ましい。

[0047] 以上、説明 したように、光の散乱を回避する観点からは、複合タンダステ

ン酸化物微粒子の分散粒子径は小さい方が好ましい。一方、複合タンダステ



ン酸化物微粒子の分散粒子径が 1 n m以上であれば、工業的な製造は容易で

ある。

また、熱線遮蔽膜 に含 まれる複合タングステ ン微粒子の量は、単位面積あ

た り0 . 2 g / m 2~ 2 . 5 g / m 2が望 ま しい。

[0048] ( 2 ) 熱線遮蔽機能を有する微粒子の製造方法

一般式M YW 0 z表記される複合タングステ ン酸化物微粒子は、 タングステ ン

化合物出発原料を不活性 ガス雰囲気または還元性 ガス雰囲気中で熱処理 して

得 ることができる。

[0049] まず、 タングステ ン化合物出発原料について説明する。

タングステ ン化合物出発原料は、三酸化タングステ ン粉末、二酸化タンダ

ステ ン粉末、酸化 タ ングステ ンの水和物粉末、六塩化 タ ングステ ン粉末、 タ

ングステ ン酸 アンモニゥ厶粉末、 または、六塩化タングステ ン粉末をアル コ

—ル中に溶解 させた後乾燥 して得 られるタンダステ ン酸化物の水和物粉末、

または、六塩化タングステ ンをアル コール中に溶解 させたのち水を添加 して

沈殿 させ これを乾燥 して得 られるタングステ ン酸化物の水和物粉末、 または

、 タングステ ン酸 アンモニゥ厶水溶液 を乾燥 して得 られるタングステ ン化合

物粉末、金属タングステ ン粉末、か ら選ばれたいずれか 1 種類以上であって

、 さらに元素M を、元素単体 または化合物の形態で含有するタングステ ン化

合物 を出発原料 とすることが好ま しい。

[0050] ここで、各成分が分子 レベルで均一混合 した出発原料を製造するためには

、各原料を溶液の形で混合することが好ま しく、元素M を含むタンダステ ン

化合物出発原料が、水や有機溶媒等の溶媒に溶解可能なものであることが好

ま しい。例えば、元素M を含有するタングステ ン酸塩、塩化物塩、硝酸塩、

硫酸塩、シユウ酸塩、酸化物、炭酸塩、水酸化物等が挙げられるが、 これ ら

に限定されず、溶液状 になるものであれば好ま しい。

[0051 ] 次 に、不活性 ガス雰囲気または還元性 ガス雰囲気中における熱処理 につい

て説明する。 まず、不活性 ガス雰囲気中における熱処理条件 と しては、 4 0

0 °C以上が好ま しい。 4 0 0 °C以上で熱処理 された出発原料は、十分な近赤



外線吸収力を有 し熱線遮蔽微粒子として効率が良い。不活性ガスとしてはA

に、 N 2等の不活性ガスを用いることがよい。

また、還元性雰囲気中における熱処理条件としては、出発原料を、まず還

元性ガス雰囲気中にて 1 0 0 °C以上 4 0 0 °C以下で熱処理 し、次いで不活性

ガス雰囲気中にて4 0 0 °C以上 1 2 0 0 °C以下の温度で熱処理することが良

し、。この時の還元性ガスは、特に限定されないが、 H 2が好ましい。そして、

還元性ガスとしてH 2を用いる場合は、還元性雰囲気の組成として、例えば、

A r 、 N 2等の不活性ガスにH 2を体積比で 0 . 1 %以上を混合することが好ま

しく、さらに好ましくは0 . 2 %以上混合 したものである。 H 2が体積比で 0

. %以上であれば効率よく還元を進めることができる。

[0052] 本発明に係る複合タングステン酸化物微粒子が表面処理され、 S i 、 Τ ί

、 Z r 、 A I から選択される 1種類以上を含有する化合物、好ましくは酸化

物で被覆されていることは、耐候性向上の観点から好ましい。当該表面処理

を行うには、 S ί 、 Τ ί 、 Z r 、 A I から選択される 1種類以上を含有する

有機化合物を用いて、公知の表面処理を行えばよい。例えば、本発明に係る

複合タングステン酸化物微粒子と有機ケィ素化合物とを混合 し、加水分解処

理を行えばよい。

[0053] また、後述する熱線遮蔽膜の光学的特性を向上させる観点から、複合タン

ダステン酸化物微粒子の粉体色が、国際照明委員会 （C I E ) が推奨 してい

るL * a * b *表色系 （J I S Z 8 7 2 9 - 2 0 0 4 ) における粉体色において、

L *が 2 5 ~ 8 0 、 a *が_ 1 0 ~ 1 0 、 b *が_ 1 5 ~ 1 5 である条件を満たす

ことが望ましい。当該粉体色を有する複合タングステン酸化物微粒子を用い

ることで、優れた光学特性を有する熱線遮蔽膜を得ることが出来る。

[0054] ( 3 ) 分散剤

本発明に係る分散剤は、上述 した本発明に係る複合タングステン酸化物微

粒子を、後述するポリビニルァセタール樹脂へ均一に分散させる為に用いら

れる。

本発明に係る分散剤は、示差熱熱重量同時測定装置 （以下、 T G —D T A



と記載する場合がある。）で測定される熱分解温度が 2 0 0 °C以上あって、

ウレタン、アクリル、スチレン主鎖を有する分散剤であることが好ましい。

ここで、熱分解温度とはT G —D T A 測定において、当該分散剤の熱分解に

よる重量減少が始まる温度である。

熱分解温度が 2 0 0 °C以上であれば、ポリビニルァセタール樹脂との混練

時に当該分散剤が分解することがないからである。これによつて、分散剤の

分解に起因 した熱線遮蔽合わせガラス用熱線遮蔽膜の褐色着色、可視光透過

率の低下、本来の光学特性が得 られない事態を回避出来る。

[0055] また、当該分散剤は、アミンを含有する基、水酸基、カルボキシル基、ま

たは、エポキシ基を官能基として有する分散剤であることが好ましい。これ

らの官能基は、複合タングステン酸化物微粒子の表面に吸着 し、複合タンダ

ステ ン酸化物微粒子の凝集を防ぎ、熱線遮蔽膜中でも当該微粒子を均一に分

散させる効果を持つ。具体的には、カルボキシル基を官能基として有するァ

クリル—スチ レン共重合体系分散剤、アミンを含有する基を官能基として有

するァクリル系分散剤が例として挙げられる。官能基にアミンを含有する基

を有する分散剤は、分子量M w 2 0 0 0 ~ 2 0 0 0 0 0 、アミン価 5 ~ 1 0

O m g K O H / g のものが好ましい。また、カルボキシル基を有する分散剤

では、分子量M w 2 0 0 0 ~ 2 0 0 0 0 0 、酸価 1 ~ 5 0 m g K 0 H / g の

ものが好ましい。

[0056] 当該分散剤の添加量は、複合タングステン酸化物微粒子 1 0 0 重量部に対

し1 0 重量部〜 1 0 0 0 重量部の範囲であることが望ましく、より好ましく

は3 0 重量部〜4 0 0 重量部の範囲である。分散剤添加量が上記範囲にあれ

ば、複合タングステ ン酸化物微粒子が、ポリビニル ァセタール樹脂中で均一

に分散すると伴に、得 られる熱線遮蔽膜の物性に悪影響を及ぼすことがない

からである。

[0057] ( 4 ) 選択波長吸収材料

本発明に係る選択波長吸収材料は、一定の波長領域の光のみを選択的に、

強 く吸収する材料である。



上述 したように、本発明者 らは、 J I S R 3 1 0 6 に記載されている

可視光透過率算出に使用される重価係数の波長分布を考慮 し、上述 した複合

タングステン酸化物微粒子だけでは十分に遮蔽 しきれない波長 4 5 0 n m付

近の光を強 く吸収 し、且つ可視光透過率算出に大きく寄与する波長領域であ

る波長 5 5 0 n m付近に吸収を持たない選択波長吸収材料を、複合タンダス

テ ン酸化物微粒子と併用する構成に想到 した。そして、当該波長 4 5 0 n m

付近の光を強 く吸収 し、波長 5 5 0 n m付近に吸収を持たない選択波長吸収

材料を、複合タングステ ン酸化物微粒子と併用する構成を用いることで、複

合タンダステン酸化物微粒子単独で使用する場合と比較 して、より低い日射

透過率を得ることが出来た。

[0058] また、例えば、自動車フロン トガラスのように、高い視認性が要求される

部材として熱線遮蔽合わせ透明基材が使用された場合、直射日光、ヘッドラ

ンプなどの強い光が、当該熱線遮蔽合わせ透明基材に照射された際、含有さ

れる複合タングステン酸化物微粒子等の微粒子が可視光の短波長領域を強 く

散乱 し、当該熱線遮蔽合わせ透明基材が青白く曇る現象が問題となる場合が

あった。

ここで、本発明者 らは、上述 した選択波長吸収材料が、複合タングステ ン

酸化物微粒子等の微粒子によって散乱されて発生 した可視光短波長領域の散

乱光を吸収することで、当該青白く曇りの発生を抑制 し、本発明に係る熱線

遮蔽膜、および、熱線遮蔽合わせ透明基材の透明性を高める効果をも発揮出

来ることに想到 した。

[0059] 本発明に係る選択波長吸収材料の光学特性としては、媒体や基材の吸収を

除いた選択波長吸収材料自体の波長 5 5 0 n mの光の透過率が 9 0 %以上で

あり、且つ波長 4 5 0 n mの光の透過率が4 0 %以下であることが好ましい

。また、波長 5 5 0 n mの光の透過率が 9 0 %以上であり、且つ波長 4 5 0

n mの光の透過率が 1 5 %以下であることがより好ましい。

これは、選択波長吸収材料の光の透過率が、波長 5 5 0 n mの光に対 して

9 0 %以上であり、且つ波長 4 5 0 n mの光に対 して4 0 %以下であれば、



当該選択波長吸収材料 と複合タンダステ ン酸化物微粒子 とを併用 したときに

、可視光透過率が低下 しないか らであ り、 さらに、波長 4 5 0 n m付近の光

の吸収 も十分に得 られる。その結果、上記複合 タ ングステ ン酸化物微粒子単

独で使用 した場合 と比較 して、 日射透過率が低 くな り、遮熱特性が向上する

か らである。

[0060] 本発明で使用される具体的な選択波長吸収材料 と しては、イソイン ドリン

化合物、 イ ソイ ン ドリノ ン化合物、 キ ノキサ リン化合物、 キ ノフタ ロ ン化 合

物、縮合ジァゾ化合物、ニ ッケルァゾ化合物、バナジン酸 ビスマス化合物等

が挙げられる。特 に、波長 4 5 0 n m の光の透過率 を 1 5 % 以下にするため

には、キノフタロン化合物、ニ ッケルァゾ化合物か ら選択される少な くとも

種 を用いることが好ま しい。

[0061 ] 選択波長吸収材料 と複合 タ ングステ ン酸化物微粒子の混合割合は、重量比

(複合 タ ングステ ン酸化物微粒子/ 選択波長吸収材料）の値が 9 9 / 1 7

0 / 3 0 の範囲であることが好ま しい。 より好ま しくは 9 5 / 5 8 0 / 2

0 であ り、 9 0 / 1 0 ~ 8 0 / 2 0 であるとさらに好ま しい。選択波長吸収

材料の添加量の混合割合が 7 0 / 3 0 以下であると、選択波長吸収材料によ

る可視光領域の吸収が強 くな らず、可視光透過率が維持される。その結果、

上記複合 タ ングステ ン酸化物微粒子単独で使用 した場合 と比較 して日射透過

率が維持され、遮熱特性が維持されるか らである。

また、選択波長吸収材料の添加量の混合割合が上述 した重量比で 9 9 / 1

以上であれば、波長 4 5 0 n m付近の光の十分な吸収が得 られ、添加効果が

発揮 されるか らである。

[0062] 選択波長吸収材料の熱線遮蔽膜八の添加方法は、化合物 自体を後述する複

合 タ ングステ ン酸化物微粒子可塑剤分散液、 または、複合 タ ングステ ン酸化

物微粒子分散体 と共にポ リビニルァセタール樹脂 と可塑剤 に添加することも

可能である。

ただ し、得 られる熱線遮蔽膜、および、当該熱線遮蔽膜 を用いた熱線遮蔽

合わせ透明基材の透明性 を考慮すると、上述 した複合タングステ ン酸化物微



粒子と同様に、可塑剤に選択波長吸収材料を分散 した状態の分散液、または

、固体の分散剤中に選択波長吸収材料が分散 した状態の分散体として、熱線

遮蔽膜へ添加することも可能である。

[0063] いずれにしても、選択波長吸収材料が熱線遮蔽膜中で均一に分散 していれ

ば良く、得られる熱線遮蔽膜の透明性を損なわない方法であれば好適に用い

られる。

[0064] ( 5 ) 赤外線吸収性有機化合物

本発明においては、所望により近赤外域に強い吸収を持つ赤外線吸収性有

機化合物を、熱線遮蔽膜へさらに添加 しても良い。

当該目的で用いられる赤外線吸収性有機化合物としては、フタロシアニン

化合物、ナフタロシアニン化合物、ィモニゥ厶化合物、ジィモニゥ厶化合物

、ポ リメチン化合物、ジフヱニルメタン化合物、 トリフヱニルメタン化合物

、キノン化合物、ァゾ化合物、ペ ンタジェン化合物、ァゾメチン化合物、ス

クァリリウ厶化合物、有機金属錯体、シァニン化合物等を使用することがで

きる。

当該赤外線吸収性有機化合物として、上述 した熱線遮蔽膜を構成する可塑

剤に溶解するものを選択すれば、得られる熱線遮蔽膜の透明性を損なわない

ので好ましい。

[0065] 当該赤外線吸収性有機化合物は、波長 6 5 0 n mから1 O O O n mの可視

光長波長領域から近赤外線領域の範囲の光を強く吸収する材料がより好まし

し、。 これは、当該光学的特性を有する赤外線吸収性有機化合物と、波長 8 0

0 n m以上の波長領域に強い吸収をもつ複合タングステン酸化物微粒子とを

併用した時の相乗効果が大きく、複合タングステン酸化物微粒子を単独で使

用する場合と比較 して、高い遮熱性能が得られるからである。

当該観点からは、本発明で用いる赤外線吸収性有機化合物としては、ジィ

モニゥ厶化合物、または、フタロシアニン化合物が特に好ましい。

当該赤外線吸収性有機化合物と、前記複合タングステン酸化物微粒子との

重量比が [複合タングステン酸化物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合物] = 9



5 / 5 5 0 / 5 0 の範囲であることが好ましい。

赤外線吸収性有機化合物の添加量の混合割合が上述 した重量比で 9 5 / 5

より少ないと、赤外線吸収性有機化合物による波長 6 5 0 n mから 1 0 0 0

n mの可視光長波長領域から近赤外線領域の範囲の光を強 く吸収する効果が

少なくなり、添加効果があまり得 られないため、好ましくない。また、赤外

線吸収性有機化合物の添加量の混合割合が上述 した重量比で 5 0 / 5 0 より

多くなると、赤外線吸収性有機化合物により可視光透過率算出に大きく寄与

する波長領域である波長 5 5 0 n m付近の光まで吸収され、その結果、可視

光透過率が低下 して しまう。そのため、可視光透過率を合わせると遮熱特性

が悪化するため、好ましくない。

[0066] ( 6 ) ポ リビニルァセタール樹脂

本発明に係る熱線遮蔽膜に用いるポリビニルァセタ一ル樹脂としては、ポ

リビニルプチラ一ル樹脂が好ましい。また、熱線遮蔽膜の物性を考慮 した上

で、ァセタール化度が異なる複数種のポリビニルァセタール樹脂を併用 して

もよい。さらに、ァセタール化時に複数種類のアルデヒドを組み合わせて反

応させた共ポリビニルァセタール樹脂も、好ましく用いることが出来る。

当該観点から、ポリビニルァセタール樹脂のァセタール化度の好ましい下

限は 6 0 %、上限は 7 5 %である。

[0067] 上記ポリビニルァセタール樹脂は、ポリビニルアルコールをアルデヒドに

よりァセタ一ル化することにより調製することができる。

上記ポリビニルアルコールは、通常、ポリ酢酸 ビニルをケン化することに

より得 られ、一般的には、ケン化度 8 0 ~ 9 9 . 8 モル％のポリビニルアル

コールが用いられる。

また、上記ポリビニルアルコールの重合度の好ましい下限は 2 0 0 、上限

は3 0 0 0 である。重合度が 2 0 0 以上であると、製造される熱線遮蔽合わ

せ透明基材の貫通への耐性が保持され、安全性が保たれる。一方、 3 0 0 0

以下であれば、樹脂膜の成形性が保たれ、樹脂膜の剛性も好ましい範囲に保

たれ、加工性が保たれるからである。



[0068] 上記アルデヒドは特に限定されず、一般的には、 n —プチルアルデヒド、

ィソプチルアルデヒド、 2 —ェチルプチルアルデヒド、 n —へ キシルアルデ

ヒド、 n —才クチルアルデヒド、ァセ 卜アルデヒド等、炭素数が 1 ~ 1 0 の

アルデヒドが用いられる。なかでも、 n —プチルアルデヒド、 n —へ キシル

アルデヒド、 n —バレルアルデヒドが好ましく、より好ましくは炭素数が 4

のプチルアルデヒドである。

[0069] ( 7 ) 可塑剤

本発明に係るポリビニルァセタ一ル樹脂を主成分とした熱線遮蔽膜に用い

られる可塑剤としては、一価アルコールと有機酸エステルとの化合物である

可塑剤や、多価アル コール有機酸エステル化合物等のエステル系である可塑

剤、有機 リン酸系可塑剤等のリン酸系である可塑剤が挙げられる。いずれの

可塑剤も、室温で液状であることが好ましい。特に、多価アルコールと脂肪

酸から合成されたエステル化合物である可塑剤が好ましい。

[0070] 当該多価アルコールと脂肪酸から合成されたエステル化合物は特に限定さ

れないが、例えば、 トリエチレングリコール、テ トラエチレングリコール、

トリプロピレングリコール等のグリコールと、酪酸、イソ酪酸、カブロン酸

、 2 _ ェチル酪酸、ヘプチル酸、 n —才クチル酸、 2 _ ェチルへキシル酸、

ペラルゴン酸 （n _ ノニル酸）、デシル酸等の一塩基性有機酸との反応によ

つて得られた、グリコール系エステル化合物が挙げられる。また、テ 卜ラエ

チレングリコール、 トリプロピレングリコールと、上記一塩基性有機とのェ

ステル化合物等も挙げられる。

なかでも、 トリエチレングリコールジへキサネ一 卜、 トリエチレングリコ

—ルジー 2 —ェチルプチレ一 卜、 卜リエチレングリコ一ルジー才クタネ一 卜

、 卜リエチレングリコ一ルジー 2 _ ェチルへキサノネ一 卜等の トリエチレン

グリコールの脂肪酸エステルが好適である。 卜リエチレングリコールの脂肪

酸エステルは、ポリビニルァセタールとの相溶性や耐寒性など様々な性質を

バランスよく備えており、加工性、経済性にも優れている。

[0071 ] 可塑剤の選択にあたっては加水分解性が低いものであることに留意する。



当該観点からは、 トリエチレングリコ一ルジー2 _ ェチルへキサネ一 卜、 卜

リエチレングリコ一ルジー2 —ェチルプチレ一 卜、テ トラエチレングリコ一

ルジー2 —ェチルへキサネ一 卜が好ましい。

[0072] ( 8 ) 接着力調整剤

本発明に係る熱線遮蔽膜へ、さらに所望により接着力調整剤を含有させる

ことも好ましい。

当該接着力調整剤は、特に限定されないが、アルカリ金属塩および/ また

はアルカリ土類金属塩が好適に用いられる。当該金属塩を構成する酸は、特

に限定されず、例えば、才クチル酸、へキシル酸、酪酸、酢酸、蟻酸等の力

ルボン酸、又は、塩酸、硝酸等の無機酸が挙げられる。アルカリ金属塩およ

び/ またはアルカリ土類金属塩の中でも、炭素数 2 ~ 1 6 のカルボン酸マグ

ネシゥ厶塩、炭素数 2 ~ 1 6 のカルボン酸カリウム塩が好ましい。

当該炭素数 2 ~ 1 6 の有機酸のカルボン酸マグネシウム塩、カリウム塩と

しては、特に限定されないが、例えば、酢酸マグネシウム、酢酸カリウム、

プロピオン酸マグネシウム、プロピオン酸カリウム、 2 —ェチルプタン酸マ

グネシゥ厶、 2 _ ェチルブタン酸カリウム、 2 —ェチルへキサン酸マグネシ

ゥ厶、 2 —ェチルへキサン酸力リゥ厶等が好適に用いられる。

[0073] これらの接着力調整剤は単独で用いてもよく、 2 種以上を併用 してもよい

尚、接着力調整剤として、ナ トリウム、カリウム、マグネシウム、カルシ

ゥ厶、セリウムのカルボン酸塩を用いた場合は、本来の接着力調整剤として

の作用と、上述 した複合タングステン酸化物微粒子の耐候性向上の効果も兼

ね備えることができる。

[0074] ( 9 ) その他の添加剤

本発明に係る熱線遮蔽膜へは、さらに所望により、一般的な添加剤を配合

することも可能である。例えば、所望により任意の色調を与えるための、ァ

ゾ系染料、シァニン系染料、キノリン系、ペ リレン系染料、力一ポンプラッ

ク等、一般的に熱可塑性樹脂の着色に利用されている染料化合物、顔料化合



物を添加しても良い。特に本発明においては、可視光の短波長側の光を吸収

しているため、透過光色が黄色味を帯びる。そのため、染料、顔料等の化合

物を添加して熱線遮蔽膜の色調を調整することが好ましい。

さらに、前記選択波長吸収材料は、紫外領域において透過率の高くなる場

合があり、紫外線遮蔽剤を組み合わせると、より高い熱線遮蔽効果が得られ

る。紫外線遮蔽剤としては、ヒドロキシベンゾフエノン系、サリチル酸系、

H A L S系、 卜リアゾ一ル系、 卜リアジン系等の有機紫外線吸収剤、酸化亜

鉛、酸化チタン、酸化セリウム等の無機紫外線吸収剤などが挙げられる。

また、その他の添加剤として、カップリング剤、界面活性剤、帯電防止剤

等を添加することが出来る。

[0075] [ 2 ] 熱線遮蔽膜

本発明に係る熱線遮蔽膜を製造する為には、上述した複合タングステン酸

化物微粒子と分散剤とを、ポリビニルァセタール樹脂へ添加する可塑剤の一

部に分散して、複合タングステン酸化物微粒子分散液を製造するか、または

、複合タングステン酸化物微粒子と分散剤とを一般的な有機溶剤に分散した

分散液を得た後、その有機溶剤を除去することで固体の分散剤中に複合タン

ダステン酸化物微粒子が分散した状態の複合タンダステン酸化物微粒子分散

体を製造する。

そして、製造された複合タングステン酸化物微粒子可塑剤分散液、または

、製造された複合タングステン酸化物微粒子分散体と、選択波長吸収材料と

、ポリビニルァセタール樹脂と、可塑剤と、所望によりその他の添加剤や接

着力調整剤とを混合し、混練した後、押出成形法、カレンダー成形法等の公

知の方法により、例えば、フイルム状に成形することによって製造すること

が出来る。さらに、所望により当該熱線遮蔽膜八赤外線吸収性有機化合物を

添加すると、より高い熱線遮蔽特性が得られる。

[0076] 以下、複合タングステン酸化物微粒子の可塑剤分散液の製造方法、および

、複合タングステン酸化物微粒子分散体の製造方法について説明する。

[0077] ( ) 複合タングステン酸化物微粒子の可塑剤分散液の製造方法



複合タングステン酸化物微粒子と分散剤とを、可塑剤に添加 混合 し、一

般的な分散方法を用いて複合タングステン酸化物微粒子の可塑剤分散液を得

ることができる。具体的には、ビーズミル、ボールミル、サンドミル、超音

波分散などの分散方法を用いることが出来る。

[0078] 尚、当該複合タングステン酸化物微粒子の可塑剤への分散の際、所望によ

り、さらに 1 2 0 °C以下の沸点を有する有機溶剤を添加 しても良い。

当該有機溶剤は、 1 2 0 °C以下の沸点を持つものが好ましく使用される。

沸点が 1 2 0 °C以下であれば、後工程である乾燥工程、特に減圧乾燥で除去

することが容易である。この結果、減圧乾燥の工程で除去することが迅速に

進み、複合タングステン酸化物微粒子含有組成物の生産性に寄与するからで

ある。さらに、減圧乾燥の工程が容易かつ十分に進行するので、本発明に係

る複合タンダステン酸化物微粒子含有組成物中に過剰な有機溶剤が残留する

のを回避できる。この結果、熱線遮蔽膜成形時に気泡の発生などの不具合が

発生することを回避できる。具体的には、 トルエン、メチルェチルケ トン、

メチルイソプチルケ トン、酢酸プチル、イソプロピルアルコール、ェタノ一

ルが挙げられるが、沸点が 1 2 0 °C以下で、且つ複合タングステン酸化物微

粒子を均一に分散可能なものであれば、任意に選択できる。

[0079] 複合タングステン酸化物微粒子を均一に有機溶剤へ分散させる方法は、一

般的な方法から任意に選択出来る。具体例としては、ビーズミル、ボールミ

ル、サンドミル、超音波分散などの方法を用いることが出来る。

[0080] また、複合タングステン酸化物微粒子含有分散液から有機溶剤を除去する

方法としては、減圧乾燥する方法が好ましい。具体的には、複合タンダステ

ン酸化物微粒子含有分散液を攪拌 しながら減圧乾燥 して、複合タングステ ン

酸化物微粒子含有組成物と有機溶剤成分とを分離する。減圧乾燥に用いる装

置としては、真空攪拌型の乾燥機があげられるが、上記機能を有する装置で

あれば良く、特に限定されない。また、乾燥工程の減圧の圧力は適宜選択さ

れる。

[0081 ] 当該減圧乾燥法を用いることで、溶剤の除去効率が向上すると伴に、複合



タンダステン酸化物微粒子含有組成物が長時間高温に曝されることがないの

で、分散 している微粒子の凝集が起こらず好ましい。さらに生産性も上がり

、蒸発した有機溶剤を回収することも容易で、環境的配慮からも好ましい。

[0082] ( 2 ) 複合タングステン酸化物微粒子分散体の製造方法

上述した複合タングステン酸化物微粒子の可塑剤分散液、または、複合タ

ングステン酸化物微粒子と分散剤と可塑剤とを、上述した 1 2 0 °C以下の沸

点を有する有機溶剤に添加 混合し、一般的な分散方法を用いて熱線遮タン

ダステン酸化物微粒子の濃度が5 0 質量％以下となる複合タンダステン酸化

物微粒子分散体を製造する。

[0083] 当該可塑剤中の複合タングステン酸化物微粒子の濃度は5 0 質量％以下で

あることが好ましい。可塑剤中の複合タンダステン酸化物微粒子の濃度が5

0 質量％以下であれば、微粒子の凝集が起こり難く、分散が容易で、粘性の

急増も回避出来、取り扱いが容易だからである。

複合タングステン酸化物微粒子を均一に可塑剤へ分散させる方法は、一般

的な方法から任意に選択出来る。具体例として複合タングステン酸化物微粒

子含有分散液を得た後、公知の方法でその有機溶剤を除去することで、固体

の分散剤中に複合タングステン酸化物微粒子が分散 した状態の複合タンダス

テン酸化物微粒子分散体を得ることも出来る。

[0084] [ 3 ] 熱線遮蔽合わせ透明基材

本発明に係る熱線遮蔽膜を用いた熱線遮蔽合わせ透明基材には、様々な形

態がある。

例えば、透明基材として無機ガラスを用いた熱線遮蔽合わせ無機ガラスは

、本発明に係る熱線遮蔽膜を挟み込んで存在させた対向する複数枚の無機ガ

ラスを、公知の方法で張り合わせ一体化することによって得られる。得られ

た熱線遮蔽合わせ無機ガラスは、主に自動車のフロント用の無機ガラスや、

建物の窓として使用することが出来る。

[0085] さらに、本発明に係る熱線遮蔽膜と、後述する赤外線反射フイルムを熱線

遮蔽膜とを併用して、熱線遮蔽合わせ透明基材とする構成も好ましい。当該



構成を採る場合、当該赤外線反射フィル厶を熱線遮蔽膜と透明な P V B樹脂

膜で挟みこんで一体化 して多層膜とする。得 られた多層膜を対向する複数枚

の無機ガラスで挟み込み、公知の方法で張り合わせ一体化することによって

、熱線遮蔽合わせ無機ガラスが得 られる。

ここで、当該熱線遮蔽合わせ無機ガラスを自動車に用いることを考えると

、自動車内の温度上昇抑制効果を考慮 して、当該赤外線反射フイルムを本発

明に係る熱線遮蔽膜より車外側に存在させる構成が好ましい。

[0086] 本発明に係る熱線遮蔽合わせ透明基材の遮熱特性は、可視光透過率に対す

る日射透過率で示される。可視光透過率に対 して日射透過率が低いほど遮熱

特性に優れた熱線遮蔽合わせ透明基材となる。具体的には、可視光透過率が

7 0 %のときに曰射透過率が 3 2 . 5 %以下であることが好ましく、 3 1 %

以下であるとより好ましく、 3 0 %以下であるとさらに好ましい。

[0087] 特に、本発明に係る熱線遮蔽合わせ透明基材を自動車のフロン トガラス等

の窓材に用いる場合は、道路運送車両法にて規定されている透過率 7 0 %以

上を満た しつつ高い熱線遮蔽能力が必要とされるからである。因みに、熱線

遮蔽合わせ透明基材の日射透過率が 3 2 . 5 %以下であれば、外気温が 3 0

°C以上のときのエアコンの消費電力が、通常の合わせガラスが搭載させてい

る場合と比較 して、 5 %以上削減される。この結果、特にハイプリッド力一

や電気自動車のような電池を用いる自動車においては、電池の消費を抑えら

れることから、航続距離の延長などに有意な効果が見られる。従って、自動

車の燃費向上、温室効果ガス排出量削減に寄与することが期待でき、将来的

には自動車の設計上、必須の部材となることが予想される。

[0088] 透明基材として透明樹脂を用い、上記無機ガラスと同様に使用 し、または

、上記無機ガラスと併用 し、対向する透明基材の間に熱線遮蔽膜を挟み込ん

で存在させることでも、熱線遮蔽合わせ透明基材を得ることが出来る。当該

熱線遮蔽合わせ透明基材の用途は、上述 した熱線遮蔽合わせ無機ガラスと同

様である。

また、所望により、本発明に係る熱線遮蔽膜単体として使用すること、無



機ガラスや透明樹脂等の透明基材の片面または両面に本発明に係る熱線遮蔽

膜を存在させて使用することも、勿論可能である。

[0089] ここで、上述 した、本発明に係る熱線遮蔽膜と併用する赤外線反射フィル

厶について説明する。

上述 した本発明に係る赤外線反射フイルムは、本発明に係る熱線遮蔽膜と

併用 したときの光学特性を考慮すると、可視光領域にはほとんど太陽光の吸

収を持たず、近赤外線領域、具体的には波長 8 O O n mから 1 2 0 0 n mの

範囲のみを反射するものであることが、熱線遮蔽機能の観点から好ましい。

具体的には、赤外線フイルムの光学特性として、可視光透過率 8 5 %以上

、日射反射率 1 8 %以上であることが好ましく、可視光透過率 8 8 %以上、

曰射反射率 2 %以上であることがより好ましい。

さらに、自動車のフロン トガラス、建物の窓として熱線遮蔽合わせ透明基

材を使用することを考慮すると、本発明に係る赤外線反射フイルムは、携帯

電話や E T C に用いられている波長域の電磁波を透過させるものが好ましい

。従って、導電性を持ち上記電磁波を透過させない金属膜付きフイルムより

も電磁波を透過させる樹脂多層膜付きフイルムが好ましい。

[0090] [ 4 ] まとめ

以上、詳細に説明 したように、本発明に係る複合タングステン酸化物の可

塑剤分散液、または、本発明に係る複合タングステン酸化物分散体と、選択

波長吸収材料と、ポリビニルァセタール樹脂と、可塑剤とを混練 し、さらに

、公知の方法により、フイルム状に成形することによって、本発明に係る熱

線遮蔽膜の作製が可能となつた。

そして、当該本発明に係る熱線遮蔽膜を、対向する複数枚の透明基材の間

に挟み込むように存在させることによって、可視光領域の高い透過性を維持

すると共に低い日射透過率を発揮する、本発明に係る熱線遮蔽合わせ透明基

材の作製が可能となった。

そして、当該複合タングステン酸化物微粒子と、波長 5 5 0 n m透過率が

9 0 %以上であり、且つ、波長 4 5 0 n m透過率が4 0 %以下の透過プロフ



アイルを有する選択波長吸収材料を所定の割合で併用することで、複合タン

ダステ ン酸化物微粒子を単独で使用 した場合 と比較 して、 より高い熱線遮蔽

特性 を発揮することが可能 となつた。

実施例

[0091 ] 以下、実施例 を参照 しなが ら本発明をより具体的に説明する。但 し、本発

明は以下の実施例 に限定されるものではない。

また、各実施例 における複合 タ ングステ ン酸化物微粒子の粉体色 （1 0 °

視野、光源 D 6 5 ) 、選択波長吸収材料可塑剤分散液の波長 4 5 0 n m の光

の透過率、波長 5 5 0 n m の光の透過率、熱線遮蔽合わせ無機 ガラスの可視

光透過率、および、 日射透過率は、 日立製作所 （株）製の分光光度計 U —4

0 0 0 を用いて測定 した。尚、当該 日射透過率は、熱線遮蔽合わせ透明基材

の熱線遮蔽性能を示す指標である。

また、ヘイズ値は村上色彩技術研究所 （株）社製 H R — 2 0 0 を用い、 J

S K 7 0 5 に基づいて測定 した。尚、当該ヘイズ値は熱線遮蔽合わせ透

明基材の透明性 を示す指標である。

[0092] [ 実施例 1 ]

H 2W O 4 5 0 g とC s ( O H ) 2 1 8 . 7 g ( C s / W ( モル比） = 0 . 3 3

相 当） とをメノウ乳鉢で十分混合 して混合粉末 と した。当該混合粉末を、 N 2

ガスをキヤ リァ一と した 5 % H 2ガスを供給下で加熱 し6 0 0 °C の温度で 1 時

間の還元処理 を行 った後、 N 2ガス雰囲気下において 8 0 0 °C で 3 0 分間焼成

して複合 タ ングステ ン酸化物微粒子 （以下、微粒子 a と略称する。）を得た

当該微粒子 a の組成式は、 C s 0.33W O 3であ り、粉体色は L *が 3 5 . 2 8 4

5 、 *が 1 . 4 8 7 3 、 b *が— 5 . 2 1 1 4 であった。

[0093] 微粒子 a 2 0 質量％、 官能基 と してアミンを含有する基を有するアク リル

系分散剤 （ァミ ン価 4 8 m g K O H / g 、分解温度 2 5 0 °C、 ) の ア ク リル

系分散剤 （以下、分散剤 a と略称する。） 1 0 質量％、 トリエチ レング リコ

—ルジー 2 _ ェチルへキサ ノネ一 卜 （以下可塑剤 a と略称する。） 7 0 質量



%を秤量 した。これらを0 . 3 m m ø Z r 0 2ビーズを入れたペイン トシエ一

力一に装填 し、 1 0 時間粉砕 分散処理 し、複合タングステン酸化物微粒子

の可塑剤分散液 （以下、微粒子分散液 A と略称する。）を得た。

ここで、微粒子分散液 A 内におけるタンダステン酸化物微粒子の分散平均

粒子径を、日機装製マイクロ トラック粒度分布計で測定 したところ2 4 n m

であった。

[0094] 一方、選択波長吸収材料として B A S F (株）社製キノフタロン化合物を

2 0 質量％、分散剤 a 1 0 質量％、可塑剤 a 7 0 質量％を秤量 した。これら

を0 . 3 m m 0 Z r 0 2ビーズを入れたペイン トシエ一力一に装填 し、 3 時間

粉砕 · 分散処理 し、選択波長吸収材料可塑剤分散液 （以下、選択波長吸収材

料分散液 と略称する。）を得た。

選択波長吸収材料分散液 を、可塑剤 a で所定の濃度まで希釈 し、ガラス

セルに入れて光学特性を測定 したところ波長 4 5 0 n mの光の透過率が 5 .

3 %であり、波長 5 5 0 n mの光の透過率が 9 2 . 8 であった。尚、当該測

定に先立ち、ガラスセルに可塑剤 a のみを入れてベ一スラインを測定 した。

[0095] 可塑剤 a 3 0 質量％、ポリビニルプチラール樹脂 7 0 質量％を混合 した混

合物八、所定量の微粒子分散液 A と選択波長吸収材料分散液 とを添加 し、

当該混合物中における微粒子 a の濃度を0 . 1 5 質量％、選択波長吸収材料

の物濃度を0 . 0 0 7 9 質量％とし、熱線遮蔽膜の製造用組成物 A を得た。

この結果、熱線遮蔽膜の製造用組成物 A における前記選択波長吸収材料と前

記複合タングステン酸化物微粒子との重量比 （複合タングステン酸化物微粒

子/ 選択波長吸収材料）は0 . 1 5 Z 0 . 0 0 7 9 = 9 5 / 5 となった。

この熱線遮蔽膜の製造用組成物 A を、二軸押出機で 2 0 0 °Cで混練 し、 T

ダイより押出しカレンダ一ロール法により0 . 7 m m厚のシ一 卜として、実

施例 1 に係る熱線遮蔽膜を得た。

[0096] 得 られた実施例 1 に係る熱線遮蔽膜を2 枚の対向する無機ガラスで挟み込

み、公知の方法で張り合わせ一体化 して、実施例 1 に係る熱線遮蔽合わせ透

明基材を得た。



[0097] 熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性は、表 1 に示すように、可視光透過率

7 8 . 0 %のときの日射透過率は4 1 . 4 %で、ヘイズ値は0 . 6 %であつ

た。この結果を表 1 に示 した。

[0098] [ 実施例 2 ~ 3 3 ]

実施例 1 で説明 した、熱線遮蔽膜の製造用組成物 A 中における微粒子 a の

濃度と、選択波長吸収材料の種類、濃度とを変えた以外は、実施例 1 と同様

にして実施例 2 ~ 3 3 に係る熱線遮蔽合わせ透明基材を得た。そして当該実

施例 2 ~ 3 3 に係る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性を実施例 1 と同様に

測定 した。この実施例 2 ~ 3 3 における微粒子 a の濃度、選択波長吸収材料

の種類、および濃度を表 1 に示 した。さらに、実施例 2 ~ 3 3 に係る熱線遮

蔽合わせ透明基材の光学特性測定結果を表 1 に示 した。

尚、選択波長吸収材料として、実施例 2 ~ 1 6 においては、上述 したキノ

フタロン化合物を用い、実施例 1 7 ~ 2 8 においては、ニッケルァゾ化合物

を用い、実施例 2 9 においては、イソイン ドリン化合物を用い、実施例 3 0

においては、キノキサ リン化合物を用い、実施例 3 1 においては、縮合ジァ

ゾ化合物を用い、実施例 3 においては、イソイン ドリノン化合物を用い、

実施例 3 3 においては、バナジン酸 ビスマス化合物を用いた。

[0099] [ 比較例 1 ~ 4 ]

実施例 1 で説明 した、熱線遮蔽膜の製造用組成物 A 中における微粒子 a の

濃度を変え、選択波長吸収材料を添加 しなかった以外は、実施例 1 と同様に

して比較例 1 ~ 4 に係る熱線遮蔽合わせ透明基材を得た。そして当該比較例

1 ~ 4 に係る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性を実施例 1 と同様に測定 し

た。この比較例 1 ~ 4 における微粒子 a の濃度を表 2 に示 した。さらに、比

較例 1 ~ 4 に係る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性測定結果を表 2 に示 し

た。

[01 00] [ 比較例 5 ~ 9 ]

実施例 1 で説明 した、熱線遮蔽膜の製造用組成物 A 中における微粒子 a の

濃度と選択波長吸収材料の種類、濃度を変えた以外は、実施例 1 と同様にし



て比較例 5 ~ 9 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材 を得た。 この結果 を表 2 に示

した。

尚、選択波長吸収材料 と して、比較例 5 においては、ベ ンツイミダゾロン

化合物 を用い、比較例 6 ~ 9 においては、上述 したキノフタロン化合物 を用

いた。

[01 0 1 ] [ 実施例 3 4 ]

水 1 3 . 5 9 に ¾ 匕〜0 3 8 . 8 g を溶解 し、 これを H 2W 0 44 5 . 3 g に添

カロ（R b / W ( モ ル 比） = 0 . 3 3 相 当） して十分攪拌 した後、乾燥 した。

当該乾燥物 を、 N 2ガスをキヤ リア一 と した 2 % H 2ガスを供給 しなが ら加熱 し

8 0 0 °C の温度で 3 0 分間焼成 した後、同温度で N 2ガス雰囲気下において

8 0 0 °C で 9 0 分間焼成 して R b 添加複合 タンダステ ン酸化物微粒子 （以下

、微粒子 b と略称する。）を得た。

当該微粒子 b の組成式は、 R b 0.33W O 3であ り、粉体色の L *が 3 6 . 3 9 3

8 *が _ 0 . 2 3 8 5 b *が — 3 . 8 3 1 8 であ った。

[01 02] 微粒子 b 2 0 質量％、分散剤 a 0 質量％、可塑剤 a 7 0 質量％を秤量 し

た。 これ らを 0 . 3 m m ø Z r 0 2ビーズを入れたペイン トシエ一力一に装填

し、 1 0 時間粉砕 分散処理 し、 R b 添加複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子の

可塑剤分散液 （以下、微粒子分散液 B と略称する。）を得た。 こ こで、 微粒

子分散液 B 内における R b 添加 タンダステ ン酸化物微粒子の分散平均粒子径

を、 日機装製マイクロ トラック粒度分布計で測定 した ところ 2 8 n m であ つ

た。

[01 03] 可塑剤 a 3 0 質量％、 ポ リビニル プチラール樹脂 7 0 質量％を混合 した混

合物 所定量の微粒子分散液 B と選択波長吸収材料分散液 を添加 し、 当

該混合物 中における微粒子 b の濃度 を 0 . 2 5 質量％、選択波長吸収材料の

物濃度 を 0 . 0 2 7 8 質量％ と し、熱線遮蔽膜の製造用組成物 B を得た。 こ

の結果、熱線遮蔽膜の製造用組成物 B における前記選択波長吸収材料 と前記

b 添加複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子 との重量比 （R b 添加複合 タンダス

テ ン酸化物微粒子/ 選択波長吸収材料）は 0 . 2 5 / 0 . 0 2 7 8 = 9 0 /



1 0 とな った。 この熱線遮蔽膜の製造用組成物 B を、二軸押 出機 で 2 0 0 °C

で混練、 T ダイよ り押 出 しカ レンダ一 ロール法 によ り0 . 7 m m厚 のシ一 卜

と して実施例 3 4 に係 る熱線遮蔽膜 を得た。

[01 04] 得 られた熱線遮蔽膜 を 2 枚 の対向する無機 ガラスで挟み込み、公知の方法

で張 り合わせ一体化 して、実施例 3 4 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材 を得た

。 そ して当該実施例 3 4 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性 を実施例

と同様 に測定 した。

[01 05] 熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性 は、表 2 に示すように、可視光透過率

7 0 . 9 % の ときの 日射透過率 は 2 8 . 9 % で、ヘイズ値 は 0 . 6 % であ つ

た。

[01 06] [ 実施例 3 5 ~ 3 9 ]

実施例 3 4 で説明 した、熱線遮蔽膜の製造用組成物 B 中における選択波長

吸収材料の種類、濃度 を変えた以外は、実施例 3 4 と同様 に して実施例 3 5

~ 3 9 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材 を得た。 そ して当該実施例 3 5 3 9

に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性 を実施例 3 4 と同様 に測定 した。

この実施例 3 5 3 9 における微粒子 b の濃度、選択波長吸収材料の種類、

および濃度 を表 2 に示 した。 さ らに、実施例 3 5 ~ 3 9 に係 る熱線遮蔽合わ

せ透明基材の光学特性測定結果 を表 2 に示 した。

尚、選択波長吸収材料 と して実施例 3 5 においては、ニ ッケル ァゾ化合物

を用い、実施例 3 6 においては、 イ ソイ ン ドリン化合物 を用い、実施例 3 7

においては、 キノキサ リン化合物 を用い、実施例 3 8 においては、縮合ジァ

ゾ化合物 を用い、実施例 3 9 においては、 イソイン ドリノ ン化合物 を用いた

[01 07] [ 比較例 0 ]

選択波長吸収材料 を添加 しなか った以外は、実施例 3 4 と同様 に して比較

例 1 0 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材 を得た。 この結果 を表 2 に示 した。

[01 08] [ 実施例 4 0 ]

実施例 1 で説明 した可塑剤 a 3 0 質量％、ポ リビニル プチラール樹脂 7 0



質量％を混合 した組成物八、所定量の微粒子分散液 A と選択波長吸収材料分

散液 と赤外線吸収性有機化合物 と して 日本 力一 リッ ト （株）製 ジィモニゥ

厶化合物 C I R — R L とを添加 し、 当該混合物 中における微粒子 a の濃度 を

0 . 2 5 質量％、選択波長吸収材料の物濃度 を 0 . 0 1 3 9 質量％、赤外

線吸収性有機化合物 を 0 . 0 1 3 9 質量％ と し、熱線遮蔽膜の製造用組成物

C を得た。 この結果、熱線遮蔽膜の製造用組成物 C における前記選択波長吸

収材料 と前記複合 タンダステ ン酸化物微粒子 との重量比 （複合 タンダステ ン

酸化物微粒子/ 選択波長吸収材料）は 0 . 1 2 5 / 0 . 0 1 3 9 = 9 0 / 1

0 とな った。 この熱線遮蔽膜の製造用組成物 C を二軸押 出機 で 2 0 0 °C で混

練、 T ダイよ り押 出 しカ レンダ一 ロール法 によ り0 . 7 m m厚 のシ一 卜と し

て実施例 4 0 に係 る熱線遮蔽膜 を得た。

[01 09] 得 られた熱線遮蔽膜 を 2 枚 の対向する無機 ガラスで挟み込み、公知の方法

で張 り合わせ一体化 して、実施例 4 0 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材 を得た

。 そ して当該実施例 4 0 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性 を実施例

と同様 に測定 した。

[01 10] 熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性 は、表 2 に示すように、可視光透過率

7 7 . 5 % の ときの 日射透過率 は 3 7 . 6 % で、ヘイズ値 は 0 . 6 % であ つ

た。

[01 11] [ 実施例 4 5

実施例 4 0 で説明 した、熱線遮蔽膜の製造用組成物 C 中における選択波長

吸収材料の種類、濃度、赤外線吸収性有機化合物の種類、濃度 を変えた以外

は、実施例 4 0 と同様 に して実施例 4 5 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基

材 を得た。 そ して当該実施例 4 5 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材の光

学特性 を実施例 4 0 と同様 に測定 した。 この実施例 4 5 における微粒

子 a の濃度、選択波長吸収材料の種類 および濃度、赤外線吸収性有機化合物

の種類 および濃度 を表 2 に示 した。 さ らに、実施例 4 ~ 5 に係 る熱線遮

蔽合わせ透明基材の光学特性測定結果 を表 2 に示 した。

[01 12] 尚、選択波長吸収材料 と して、実施例 4 1 ~ 4 3 、 4 8 、 5 0 、 5 1 にお



いては、上述 したキノフタロン化合物 を用い、実施例 4 4 ~ 4 7 、 4 9 にお

いては、ニ ッケル ァゾ化合物 を用いた。

—方、赤外線吸収性有機化合物 と して、実施例 4 1 ~ 4 7 、 5 0 、 5 1 に

おいては、上述 したジィモニゥ厶化合物 を用い、実施例 4 8 、 4 9 において

は、 フタロシアニ ン系化合物 を用いた。

[01 13] [ 実施例 5 2 ]

赤外線反射 フ イル ム （住友 3 M社製 ス コ ッチ テ ィ ン トS 9 0 ：可視光透

過率 8 9 % 、 日射反射率 2 2 % ) を、実施例 5 で得 られた熱線遮蔽膜 と透明

な P V B 中間膜 とで挟み、 さ らに 2 枚 の対向する無機 ガラスで挟み込み、公

知の方法で張 り合わせ一体化 して、実施例 5 2 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基

材 を得た。

そ して、 当該実施例 5 2 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性 を、実

施例 1 と同様 に測定 した。 当該測定の際、透明な P V B 中間膜が接 している

ガラス面か ら光学特性 を測定 した。

この実施例 5 2 における微粒子 a の濃度、選択波長吸収材料の種類 および

濃度、赤外線吸収性有機化合物の種類 および濃度 を表 3 に示 した。 さ らに、

実施例 5 2 係 る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性測定結果 を表 3 に示 した

[01 14] [ 実施例 5 3 ~ 5 5 ]

実施例 5 2 で説明 した赤外線反射 フ イル ム と、 実施例 6 ~ 8 で得 られた熱

線遮蔽膜 とを用いて、実施例 5 2 と同様の操作 をおこない、実施例 5 3 ~ 5

5 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材 を得た。

当該実施例 5 3 ~ 5 5 に係 る熱線遮蔽合わせ透明基材の光学特性 を実施例

と同様 に測定 した。 そ して、実施例 5 3 ~ 5 5 における微粒子 a の濃度、

選択波長吸収材料の種類 および濃度、赤外線吸収性有機化合物の種類 および

濃度 を表 3 に示 した。 さ らに、実施例 5 3 ~ 5 5 に係 る熱線遮蔽合わせ透明

基材の光学特性測定結果 を表 3 に示 した。

[01 15]



熱 線 遮蔽膜 の製 造 用組成 物

熱 線遮 蔽 微 粒 子 選択 波 長 吸収 材 料 赤外 線 吸収 性有機 化合物
重量 比A 重量

： * 450nm 550nm
辰 辰度 I ※

種 類 種 類 透 過 率 透 過 率 種 類

(質量 ¾ (質 量 *½) (%) (%) (質 量 ) w w
実施例 1 a 0.15 キノフタロン O.G079 5.3 92.8 ― 95/5

実施 例 2 a 0.20 キノフタロン 0.0105 5 3 92.8 95/5

実 施例 3 0.25 キノフタロン 0.0132 5.3 2 .8 ― 95/5

実施 例 4 a 0.30 キノフタロン ひ0 158 5.3 92.8 95/5

実 施例 5 a O. I キノフタロン 0.0167 5.3 92.8 ― 90/10

実 施例 6 a 0.20 キノフタロン 0.0222 5.3 92.8 90/10

実 施例 フ a 0.25 キノフタロン 0.0278 5.3 92.8 90/

実 施例 8 a 0.30 キノフタロン 0.0333 5.3 92.8 90/10

実 施例 a 0.15 キノフタロン 0.0375 5.3 92.8 80/20

実 施例 1 0 a 0.20 キノフタロン 0.0500 5.3 92.8 ― 80/20

実 施例 1 1 a 0.25 キノフタロン 0.0625 5.3 92.8 80/20

実 施例 1 2 a 0.30 キノフタロン 0.Q750 5.3 92.8 80/20

実 施例 1 3 a 0.15 キノフタロン 0.0643 5.3 92.8 70/30

実 施例 1 4 a 0.20 キノフタロン 0.0857 5.3 92.8 ― 70/30 ―

実 施例 1 5 a 0.25 キノフタロン 0.1071 5.3 92.8 70/30

実 施例 1 6 a 0.30 キノフタロン 0.1286 5.3 92.8 ― 70/30

実 施例 1 7 0.15 ニッケルァソ 0.0079 15 91.5 95/5

実 施例 1 8 a 0.20 ニッケルァソ' 0.0105 15 91.5 95/5

実 施例 1 a 0.25 ニッケル 0 .0 2 15 91.5 95/5

実 施例 2 0 a 0.30 ニッケルァゾ 0,0158 1 91.5 95/5

実 施 例 2 1 a 0.15 ニッケルァ' 0.0167 15 91.5 90/10

実 施例 2 2 a 0.20 ニッケルァソ 0.0222 15 91.5 9 / Q

実 施例 2 3 a 0.25 ニッケルァソ' 0.0278 15 91.5 ― 90/10

実 施例 2 4 a 0.30 ニッケルァゾ 0,0333 15 91.5 90/10

実 施例 2 5 a 0.15 ニッケルァゾ 0.0375 15 91.5 ― 80/20

実 施例 2 6 a 0.20 ニッケル 0.0500 15 91.5 80/20

実 施例 2 7 a 0 2 ニッケルァソ' 0.0625 15 91.5 ― :80ノ20

実 施例 2 8 a 0.30 ニッケルァリ 0.0750 15 91.5 80/20

実 施例 2 9 a 0.25 イソイント リン 0.0278 33.5 91.5 ― 90/10

実 施例 3 0 a 0.25 キノキサリン 0.0278 28.9 90.5 90/10

実 施例 3 1 a 0.25 縮 合 シァ' 0.0278 36.7 91.3 90 /

実 施例 3 2 a 0.25 イソインドリル 0.0278 25.7 90.9 90/

実 施例 3 3 a 0.25 ハ'ナシ ン酸 ビスマス 0.0278 40 90 90/10



熱 線 遮 蔽 膜 の 製 造 用組 成 物

熱 線 遮 蔽 微 粒 子 選 択 波 長 吸収 材 料 赤 外 線 吸収 性 有機 化 合 物
重 量 比 A 重 量

濃 度 ：瘻， 濃 度 ι
種 類 種 類 透 過 率 透 過 率 種 類

(質 量 ％ ) ( 質 量 ％ ) ( ) ( 質 量

実 施 例 キノ：? タロン

実 施 例 ニッケルァダ
実施 例 イソインドリン ―

実 施 例 キ/ キサリン

実 施 例 縮 合 シ'ァソ

実施 例 イソイン ノン

実 施 例 キゾフタロン ィモニゥ 系化 合 物 ひ

実 施 例 キノフタロン ィモニゥム系 化 合物

実 施 例 キノフタロン / ィモニゥム系 化合 物

実 施 例 キノフタロン ィモニゥム系 化 合 物

実 施 例 ニッケル / ィモニゥム系 化 合 物

実施 例 ニッケルァソ / ィモ二うム系化合 物

実 施 例 ニッケルァソ' ィモニゥム系 化 合 物

実施 例 ケルァソ' ィモニゥム系 化合 物

実 施 例 キノフタロン フタロシアニン系 化合 物

実施 例 ニッケルァ1 フタロシアニン系 化 合 物

実 施 例 キノフタロン シィモニゥム系 化 合 物

実 施 例 キノフタ ン シ'ィモニゥム系 化合 物 讓

比 較例

比較 例

比 較 例

比 較 例 ―

比 較 例 ベンツイミダゾロン

比較 例 キノフタロン

比 較 例 キノフタ

比 較 例 キノフタロン

比 較 例 キノフタ ン

比較 例 ―

I ：複 合 タング ステン酸 化 物 微 粒 子 ノ 選 択 .波 長 吸収 材 料

複 合 タングステン酸 化 物 微 粒 子 / "赤 外 線 吸 収 性 有 機化 合 物
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当該結果 を、図 1 を用いて説明する。

図 1 は、縦軸 に日射透過率 をとり、横軸 に可視光透過率 をとつたグラフで

ある。 そ して、 当該 グラフへ （複合 タングステ ン酸化物微粒子 a / 選択波長

吸収材料 〈 キノフタ口ン化合物 〉 ）の重量比 A が 9 5 / 5 である実施例 1 〜

4 のデータを—◊ —でプロッ トし、 9 0 / 1 0 である実施例 5 ~ 8 のデータ

を一口一でプロッ 卜し、 8 0 / 2 0 である実施例 9 ~ 1 2 のデータを一△ —

でプロッ 卜し、 7 0 / 3 0 である実施例 1 3 ~ 1 6 のデータを— X —でプロ

ッ 卜し、 1 0 0 / 0 である比較例 1 ~ 4 のデータを一 * —でプロッ トし、 6

0 / 4 0 である比較例 6 ~ 9 のデータを _ + —でプロッ 卜したものである。

[01 19] 図 1 よ り、実施例 1 ~ 1 6 に示すように前記選択波長吸収材料 と前記複合

タンダステ ン酸化物微粒子の重量比 （複合 タンダステ ン酸化物微粒子 a 選

択波長吸収材料 〈 キノフタロン化合物 〉 ）を、 9 9 / 1 ~ 7 0 / 3 0 の範 囲

とすることで、比較例 1 ~ 4 に示すように複合 タンダステ ン酸化物微粒子を

単独で使用 した場合 と比較 して、 よ り高い遮熱性能が得 られることが判明 し

た。

一方、比較例 6 ~ 9 に示すように （複合 タングステ ン酸化物微粒子 a / 選

択波長吸収材料 〈 キノフタロン化合物 〉 ）を 6 0 / 4 0 と して、 9 9 / 1 ~

7 0 / 3 0 の範 囲外 とすると、複合 タングステ ン酸化物微粒子を単独で使用

した場合 と比較 しても、遮熱特性が低下することが判明 した。

[01 20] [ 実施例 1 7 ~ 2 8 および比較例 1 ~ 4 の評価 ]

実施例 1 7 ~ 2 8 においても、選択波長吸収材料 を複合 タングステ ン酸化

物微粒子 と併用 した ことによって、 よ り低 い日射透過率が得 られる。

当該結果 を、図 2 を用いて説明する。

図 2 は、図 1 と同様のグラフへ （複合 タングステ ン酸化物微粒子 a / 選択

波長吸収材料 〈 ニ ッケル ァゾ化合物 〉 ）の重量比 A が 9 5 / 5 である実施例

7 2 0 のデータを—◊ —でプロッ 卜し、 9 0 / 1 0 である実施例 2 〜

2 4 のデータを—口—でプロッ 卜し、 8 0 / 2 0 である実施例 2 5 2 8 の

データを一△ —でプロッ トし、 1 0 0 / 0 である比較例 1 ~ 4 のデータを一



氺_ で プロッ 卜したものである。

[01 2 1 ] 図 2 よ り、前記選択波長吸収材料 と前記複合 タングステ ン酸化物微粒子の

重量比 （複合 タングステ ン酸化物微粒子 a / 選択波長吸収材料 〈 ニ ッケル ァ

ゾ化合物 〉 ）を、 9 9 / 1 ~ 7 0 / 3 0 の範 囲 とすることで、比較例 1 ~ 4

に示すように複合 タングステ ン酸化物微粒子を単独で使用 した場合 と比較 し

て、 よ り高い遮熱性能が得 られることが判明 した。

[01 22] [ 実施例 2 9 ~ 3 3 および比較例 1 ~ 4 、 5 の評価 ]

実施例 2 9 ~ 3 3 においては、選択波長吸収材料 を複合 タングステ ン酸化

物微粒子 と併用 した ことによって、 よ り低 い日射透過率が得 られた。

当該結果 を、図 3 を用いて説明する。

図 3 は、図 1 と同様のグラフへ選択波長吸収材料がイソイン ドリン化合物

である実施例 2 9 のデータを—◊ —でプロッ 卜し、 キノキサ リン化合物であ

る実施例 3 0 のデータを—口—でプロッ 卜し、縮合ジァゾ化合物である実施

例 3 のデータを一△ —でプロッ 卜し、 イソイン ドリノン化合物である実施

例 3 2 のデータを—◊ ― 、バナジン酸 ビスマス化合物である実施例 3 3 のデ

—タを _ 〇 _ で プロッ 卜し、ベ ンツイミダゾロン化合物である比較例 5 のデ

—タを _ + —でプロッ 卜し、 これ らの選択波長吸収材料 を添加 しない比較例

1 ~ 4 のデータを一 でプロッ 卜したものである。

[01 23] 図 3 よ り、波長 5 5 0 n m の光の透過率が 9 0 % 以上であ り、且つ、波長

4 5 0 n m に光の透過率が 4 0 % 以下の透過 プロフ ァイル を有する選択波長

吸収材料 と、前記複合 タンダステ ン酸化物微粒子 とを併用 した ことによって

、複合 タングステ ン酸化物微粒子を単独で使用 した場合 と比較 して、 よ り高

い遮熱性能が得 られることが判明 した。

[01 24] —方、比較例 5 においては、使用 した選択波長吸収材料の透過 プロフアイ

ルは、波長 5 5 0 n m の光の透過率が 9 0 % 以下であ り、且つ、波長 4 5 0

n m の光の透過率が 4 0 % 以上であ って、本発明で規定 した範囲外であるた

め、複合 タンダステ ン酸化物微粒子を単独で使用 した場合 と比較 しても遮熱

特性が低下 した。



[01 25] [ 実施例 3 4 ~ 3 9 および比較例 1 0 の評価 ]

実施例 3 4 ~ 3 9 においては、選択波長吸収材料 を R b 添加複合 タンダス

テ ン酸化物微粒子 と併用 した ことによって、 よ り低 い曰射透過率が得 られた

。 また、波長 5 5 0 n m の光の透過率が 9 0 % 以上であ り、且つ、波長 4 5

0 n m に光の透過率が 4 0 % 以下の透過 プロフ ァイル を有する選択波長吸収

材料 と、前記 R b 添加複合 タンダステ ン酸化物微粒子 とを併用 した ことによ

つて、 比較例 1 0 に記載 した R b 添加複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子を単独

で使用 した場合 と比較 して、 よ り高い遮熱性能が得 られることが判明 した。

[01 26] [ 実施例 5 ~ 8 、 4 0 ~ 4 7 および比較例 1 ~ 4 の評価 ]

実施例 4 0 ~ 4 7 においては、選択波長吸収材料 と赤外線吸収性有機化合

物 とを、複合 タングステ ン酸化物微粒子 と併用 した ことによって、 よ り低 い

日射透過率が得 られた。

当該結果 を、図 4 を用いて説明する。

図 4 は、図 1 と同様のグラフへ （複合 タングステ ン酸化物微粒子/ 選択波

長吸収材料 〈 キノフタロン化合物 〉 ）の重量比 A が 9 0 / 1 0 であ り、 （複

合 タ ン グステ ン酸化物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合物 ぐジィモ ニ ゥ厶系化

合物 〉 ）の重量比 B が 9 0 / 1 0 である実施例 4 0 ~ 4 3 のデータを—◊ _

で プロッ 卜し、 （複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子/ 選択波長吸収材料 〈 ニ ッ

ケル ァゾ化合物 〉 ）の重量比 A が 9 0 / 1 0 であ り、 （複合 タングステ ン酸

化物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合物 ぐジィモ二ゥム系化合物 〉 ）の重量比

B が 9 0 / 0 である実施例 4 4 ~ 4 7 のデータを—△ —でプロッ 卜し、 （

複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子/ 選択波長吸収材料 〈 キ ノ フ タ 口 ン化合物 〉

) の重量比 A が 9 0 / 1 0 である実施例 5 ~ 8 のデータを— X —でプロッ 卜

し、 1 0 0 / 0 である比較例 1 ~ 4 のデータを一 * _ で プロッ トしたもので

ある。

[01 27] 図 4 よ り、選択波長吸収材料 と赤外線吸収性有機化合物 とを、複合 タンダ

ステ ン酸化物微粒子 と併用 した ことによ り、複合 タンダステ ン酸化物微粒子

を単独で使用 した場合、 または、選択波長吸収材料 と複合 タ ン グステ ン酸化



物微粒子 とを併用 した場合 と比較 して、 よ り高い遮熱性能が得 られることが

判明 した。

[01 28] [ 実施例 4 8 ~ 5 1 および比較例 1 ~ 4 の評価 ]

実施例 4 8 ~ 5 においては、選択波長吸収材料 と赤外線吸収性有機化合

物 とを、複合 タングステ ン酸化物微粒子 と併用 した。実施例 4 8 ~ 5 にお

いては当該併用を行 った ことによって、 当該併用を行 っていない比較例 1 ~

4 よ り低 い日射透過率が得 られた。 また、選択波長吸収材料 と赤外線吸収性

有機化合物 とを、複合 タングステ ン酸化物微粒子 と併用 した ことによ り、複

合 タングステ ン酸化物微粒子を単独で使用 した場合 と比較 して、 よ り高い遮

熱性能が得 られることが判明 した。

[01 29] ここで、実施例 4 8 においては （複合 タングステ ン酸化物微粒子/ 選択波

長吸収材料 〈 キノフタロン化合物 〉 ）の重量比 A を 9 O Z 1 0 で と し、 （複

合 タンダステ ン酸化物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合物 〈 フタロシアニ ン系

化合物 〉 ）の重量比 B を 9 0 Z 1 0 と し、 （複合 タングステ ン酸化物微粒子

/ 赤外線吸収性有機化合物 〈 フタロシアニ ン系化合物 〉 ）の重量比 B を 9 0

/ 1 0 と し、実施例 4 9 においては （複合 タングステ ン酸化物微粒子/ 選択

波長吸収材料 〈 ニ ッケル ァゾ化合物 〉 ）の重量比 A を 9 0 / 1 0 と し、 （複

合 タンダステ ン酸化物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合物 〈 フタロシアニ ン系

化合物 〉 ）の重量比 B を 9 0 / 1 0 と し、実施例 5 0 においては （複合 タン

ダステ ン酸化物微粒子/ 選択波長吸収材料 〈 キノフタロン化合物 〉 ）の重量

比 A を 9 0 / 1 0 と し、 （複合 タングステ ン酸化物微粒子/ 赤外線吸収性有

機化合物 ぐジィモ二ゥ厶系化合物 〉 ）の重量比 B を 5 0 / 5 0 と し、実施例

5 においては （複合 タングステ ン酸化物微粒子/ 選択波長吸収材料 〈 キノ

フタロン化合物 〉 ）の重量比 A を 9 0 / 1 0 と し、 （複合 タングステ ン酸化

物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合物 ぐジィモ二ゥ厶系化合物 〉 ）の重量比 B

を 9 5 / 5 と した。

[01 30] [ 実施例 5 2 ~ 5 5 の評価 ]

実施例 5 2 5 5 においては、選択波長吸収材料 と赤外線反射 フイルム と



を、複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子 と併用 した。 当該併用を行 った こ とに よ

つて実施例 5 2 ~ 5 5 においては、 当該併用を行 っていない比較例 1 ~ 4 よ

り低 い日射透過率が得 られた。 また、選択波長吸収材料 と赤外線反射 フ ィル

厶 と、複合 タングステ ン酸化物微粒子 とを併用 した ことによ り、複合 タンダ

ステ ン酸化物微粒子を単独で使用 した場合 と比較 して、 よ り高い遮熱性能が

得 られることが判明 した。



請 求 の 範 囲

熱 線 遮 蔽 機 能 を 有 す る 化 合 物 と 、 選 択 波 長 吸 収 材 料 と 、 ポ リ ビ ニ ル

ァ セ タ ー ル 樹 脂 と 、 可 塑 剤 と を含 有 す る 熱 線 遮 蔽 膜 で あ っ て 、 前 期 選

択 波 長 吸 収 材 料 は 、 波 長 5 5 0 n m の 光 の 透 過 率 が 9 0 % 以 上 で あ り、

且 つ 、 波 長 4 5 0 n m の 光 の 透 過 率 が 4 0 % 以 下 の 透 過 プ ロ フ ァ イ ル

を 有 し、 前 記 熱 線 遮 蔽 機 能 を 有 す る 化 合 物 と前 記 選 択 波 長 吸 収 材 料 の

重 量 比 が （熱 線 遮 蔽 機 能 を 有 す る 化 合 物 ノ 選 択 波 長 吸 収 材 料 ） = 9 9

1 〜 7 0 3 0 の 範 囲 で あ る こ と を 特 徴 とす る熱 線 遮 蔽 膜 。

前 記 熱 線 遮 蔽 機 能 を 有 す る 化 合 物 が 、一 般 式 M y W O z ( 但 し 、M は 、

C s 、 R b 、 K 、 T l 、 Ι η 、 B a 、 L i 、 C a 、 S r 、 F e 、 S n 、

A l 、 C u か ら選 択 され る 1 種 類 以 上 の 元 素 、 0 . l y 0 . 5 、

2 . 2 ≤ z ≤ 3 . 0 ) で 示 され 、 か つ 六 方 晶 の 結 晶 構 造 を 持 つ 複 合 タ

ン グ ス テ ン 酸 化 物 微 粒 子 で あ る こ と を 特 徴 とす る請 求 項 1 に 記 載 の 熱

線 遮 蔽 膜 。

前 記 複 合 タ ン グ ス テ ン 酸 化 物 微 粒 子 が 、. 平 均 粒 径 4 0 n m 以 下 の 微

粒 子 で あ る こ と を 特 徴 とす る 請 求 項 2 に 記 載 の 熱 線 遮 蔽 膜 。

前 記 選 択 波 長 吸 収 材 料 が 、 イ ソ イ ン ド リ ン 化 合 物 、 イ ソ イ ン ド リ ノ

ン 化 合 物 、 キ ノ キ サ リ ン 化 合 物 、 キ ノ フ タ ロ ン 化 合 物 、 縮 合 ジ ァ ゾ化

合 物 、 ニ ッ ケ ル ァ ゾ 化 合 物 、 バ ナ ジ ン 酸 ビ ス マ ス 化 合 物 か ら選 択 され

る少 な く と も 1 種 で あ る こ と を 特 徴 とす る請 求 項 1 に 記 載 の 熱 線 遮 蔽

[ 請 求 項 5 ] 前 記 選 択 波 長 吸 収 材 料 が 、 キ ノ フ タ ロ ン 化 合 物 、 ニ ッ ケ ル ァ ゾ化 合

物 か ら選 択 され る 少 な く と も 1 種 で あ る こ と を 特 徴 とす る 請 求 項 1 に

記 載 の 熱 線 遮 蔽 膜 。

[ 請 求 項 6 ] 前 期 選 択 波 長 吸 収 材 料 が 、 波 長 5 5 0 n m の 光 の 透 過 率 が 9 0 % 以

上 で あ り、 且 つ 、 波 長 4 5 0 n m の 光 の 透 過 率 が 1 5 % 以 下 の 透 過 プ

口 フ ァ イ ル を 有 す る こ と を 特 徴 とす る請 求 項 1 か ら 5 の い ず れ か に 記

訂正 された用紙 （規則 91 )



載の熱線遮蔽膜。

前記熱線遮蔽膜が、 さ らに赤外線吸収性有機化合物 を含む ことを特

徴 とする請求項 1 か ら 6 のいずれかに記載の熱線遮蔽膜。

前記赤外線吸収性有機化合物が、 フ タ ロシ アニ ン化合物、 ナ フ タ 口

シァニ ン化合物、 ィモニゥ厶化合物、 ジィモニゥ厶化合物、ポ リメチ

ン化合物、 ジ フ ヱニル メ タ ン化合物、 トリフ ヱニル メ タ ン化合物、 キ

ノ ン化合物、 ァゾ化合物、ペ ンタジェ ン化合物、 ァゾメチ ン化合物、

スクァ リリウ厶化合物、有機金属錯体、 シァニ ン化合物か ら選択 され

る少な くとも 1 種 であることを特徴 とする請求項 7 に記載の熱線遮蔽

膜。

前記赤外線吸収性有機化合物が、 フ タ ロシ アニ ン化合物、 ジ ィ モ 二

ゥ厶化合物か ら選択 される少な くとも 1 種 であることを特徴 とする請

求項 8 に記載の熱線遮蔽膜。

前記赤外線吸収性有機化合物 と前記複合 タン ダステ ン酸化物微粒子

の重量比が （複合 タ ン グステ ン酸化物微粒子/ 赤外線吸収性有機化合

物） = 9 5 / 5 ~ 5 0 / 5 0 の範 囲であることを特徴 とする請求項 7

か ら 9 のいずれかに記載の熱線遮蔽膜。

複数枚の透明基材間に、請求項 1 か ら 1 0 のいずれかに記載の熱線

遮蔽膜が存在 していることを特徴 とする熱線遮蔽合わせ透明基材。

複数枚の透明基材間に、 さ らに可視光透過率 8 8 % 以上であ り且つ

日射反射率 2 % 以上の赤外線反射 フイルムが存在 していることを特

徴する請求項 1 1 に記載の熱線遮蔽合わせ透明基材。

前記透明基材の内、少な くとも 1 枚 がガラスであることを特徴 とす

る請求項 1 1 か ら 1 2 のいずれかに記載の熱線遮蔽合わせ透明基材。

J I S R 3 1 0 6 で算 出される可視光透過率が 7 0 % 以上であ

り、且つ 日射透過率が 3 2 . 5 % 以下であることを特徴 とする請求項

1 1 か ら 1 3 のいずれかに記載の熱線遮蔽合わせ透明基材。

請求項 1 1 か ら 1 3 のいずれかに記載の熱線遮蔽合わせ透明基材が



、窓材 と して搭載 されていることを特徴 とする自動車。

[ 請求項 16 ] 請求項 1 1 か ら 1 3 のいずれかに記載の熱線遮蔽合わせ透明基材が

、窓材 と して使用されていることを特徴 とする建造物。
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